


事 業 の 

必 要 性 

事業を巡る 

社会経済情

勢等の変化 

首都圏中央連絡自動車道の西側区間における唯一の未開通区間である横浜環

状南線及び横浜湘南道路は、開通時期について、公表されていた横浜環状南線

の令和７年度、横浜湘南道路の令和６年度の開通は困難であり、新たな開通目標

についてはトンネル掘進の状況等を踏まえ改めて公表することが、事業者から示さ

れました。 

 また、本地区は横浜環状南線及び横浜湘南道路の出入り口となる（仮称）栄イン

ターチェンジ・ジャンクションのアクセス道路であるため、２路線の開通までに供用が

できるよう事業を推進する必要があります。 

事業の 

投資効果 

・ 

事業効果等 

(費用便益分析等) 

〔費用便益分析〕  

 事業全体 残事業 

割引率 ４％ - 

総便益（B） 874 億円 - 

総費用（C） 273 億円 - 

費用便益比（B/C） 3.2 - 

 
感度分析 

[交通量 -10%] 
2.3 - 

本地区は、(仮称)栄インターチェンジのアクセス道路として、市道田谷線と同時に

供用するべきものであり、両路線を一体として費用便益を算出した場合、B/Cは 2.7

となります。 

〔定性的効果〕 

１．市の南部地域及び周辺地域の交通機能の向上 

市の南部地域から、市の中心部、鎌倉市域及び藤沢市域へのアクセス機能が向

上します。 

２．広域アクセス機能の向上  

横浜環状南線及び横浜湘南道路の（仮称）栄インターチェンジ・ジャンクションに

接続し、東名高速道路や横浜横須賀道路等へつながるため、首都圏各地との連携

強化及び利便性の向上に寄与します。 

３．歩行者の安全確保 

両側に幅員 3.0ｍの歩道が整備されるため、歩行者の安全性が確保できます。 

４．交通渋滞の改善 

 現在の環状４号線田谷交差点は、変則５差路により交通渋滞が発生しています。

本線の整備に合わせて、交差点を改良することで、円滑な交通を確保し、渋滞の改

善が図られます。 

５．横浜港の国際競争力の強化 

 物流拠点である横浜港への、平常時・災害時を問わない安定的な輸送が確保さ

れ、横浜港の国際競争力を強化させるとともに、企業誘致、地域経済の活性化に寄

与します。 

〔その他特記事項〕 
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事 業 の  

進捗状況 

事業進ちょく率％ 

事業進捗率は 68％、用地取得率は 88％です。 

工事については、農業用水の切回し及び水路の暗渠化工事等を実施

しています。 

68％ 

用地取得率％ 

88％ 

供用等の状況 

未供用 

事業の課題  

及び 

進捗見込み 

本地区は、横浜環状南線及び横浜湘南道路の高架下に整備するため、横浜環状南線及び横

浜湘南道路の事業進捗の影響を受けます。 

今後も、横浜環状南線及び横浜湘南道路の工事進捗に合わせて事業者と調整しながら、街築

工事や水路工事等を行っていきます。 

そ の 他    

（コスト縮減項目等） 

構造物の築造については、設計の際にコストを意識した構造及び施工方法の検討を行っ

ています。また、舗装・構造物の基礎等については、再生材を使用する等可能な限りコス

ト縮減に努めます。 

横浜環状南線及び横浜湘南道路と区域が重複するため、事業者と工程調整を行い、一部を分

担して実施するなど効率的に事業を進めています。 

その他 － 

添付資料 

別紙１ 関連街路位置図 

別紙２ 路線位置図 

別紙３ 路線概要図 

別紙４ 進捗状況（写真） 

別紙５ 事業進捗状況（表） 

別紙６ 事業進捗状況（グラフ） 

別紙７ 事業費増額の内訳 

別紙８ 前回再評価内容との比較 

対応方針 

(案) 

継 続 

計画通り(上記計画を実施) 

一部見直し(上記計画を変更) 

【見直し内容】 

中  止 

 

対応方針

（案）とした

理由 

本路線は、本市が重点的に整備している「３環状１０放射道路」に位置付けられており、本市に

おける広域的な交通ネットワークの一部を担う路線であるとともに、物流上重要な路線として重要

物流道路に指定されています。 

さらに、本地区は、横浜環状南線及び横浜湘南道路の出入り口となる（仮称）栄インターチェン

ジ・ジャンクションのアクセス道路であり、横浜環状南線及び横浜湘南道路の整備効果を十分に

発揮するために一体的に整備することが不可欠です。横浜環状南線及び横浜湘南道路は、全線

に渡り工事が進捗しており、地元の連合町内会から早期開通を望む声をいただいています。 

用地取得率が 88％に達していることや、本地区の整備により、交通機能の向上や物流の効率

化、広域アクセス機能の向上が図れることから、事業を継続して実施する必要があると判断してい

ます。 
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路線位置図

（仮称）戸塚ＩＣ

（仮称）栄ＩＣ・ＪＣＴ

（仮称）公田ＩＣ

上郷公田線

横浜藤沢線
（田谷小雀地区）

田谷線

横浜藤沢線
（関谷地区：神奈川県施工区間）

国道16号：金沢支線

環状３号線
（汲沢・南戸塚・戸塚地区）

凡 例

対象区間

完成区間

暫定区間

事業中区間

未整備区間

釜利谷ＪＣＴ

⾄ 江ノ島
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横浜藤沢線（田谷小雀地区）・田谷線 路線概要図

標準横断図
横浜藤沢線

田谷線
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横浜藤沢線（田谷小雀地区）・田谷線 進捗状況

③ ➃

①

➃

②

②
①

③
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都市計画道路横浜藤沢線（田谷小雀地区）事業進捗状況
（単位：百万円）

合計 用地・補償 工事・委託 合計 用地・補償 工事・委託 取得面積 累計 用地取得率
１４年度 115 108 7 0.6% 0.5% 0.0% 2,788 2,788 4.2%
１５年度 390 357 33 2.4% 2.2% 0.2% 1,336 4,124 6.2%
１６年度 340 330 11 4.1% 3.8% 0.2% 5,047 9,171 13.7%
１７年度 1,044 1,016 28 9.1% 8.7% 0.4% 7,500 16,671 25.0%
１８年度 1,180 1,007 173 14.8% 13.6% 1.2% 7,327 23,997 36.0%
１９年度 231 210 21 15.9% 14.6% 1.3% 7,561 31,558 47.3%
２０年度 278 253 25 17.3% 15.8% 1.4% 3,999 35,557 53.3%
２１年度 4,025 3,981 44 36.7% 35.1% 1.7% 9,971 45,528 68.3%
２２年度 1,098 1,085 13 42.0% 40.3% 1.7% 1,426 46,954 70.4%
２３年度 76 53 23 42.4% 40.5% 1.8% 1,386 48,340 72.5%
２４年度 1,876 1,852 25 51.4% 49.5% 1.9% 3,067 51,407 77.1%
２５年度 310 290 20 52.9% 50.9% 2.0% 1,556 52,964 79.4%
２６年度 105 66 40 53.4% 51.2% 2.2% 1,701 54,665 82.0%
２７年度 155 85 70 54.2% 51.6% 2.6% 1,530 56,195 84.3%
２８年度 196 0 196 55.1% 51.6% 3.5% 0 56,195 84.3%
２９年度 503 58 445 57.6% 51.9% 5.7% 891 57,086 85.6%
３０年度 220 37 184 58.6% 52.1% 6.5% 978 58,065 87.1%
１年度 371 24 347 60.4% 52.2% 8.2% 53 58,118 87.1%
２年度 250 20 230 61.6% 52.3% 9.3% 241 58,359 87.5%
３年度 959 306 653 66.3% 53.8% 12.5% 321 58,680 88.0%
４年度 450 50 400 68.4% 54.0% 14.4% 47 58,728 88.0%
合計 14,173 11,187 2,986 58,728

年度
単年度事業費 事業進捗率 用地取得面積（ｍ2）

8

別紙５



0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

１４年度 １６年度 １８年度 ２０年度 ２２年度 ２４年度 ２６年度 ２８年度 ３０年度 ２年度 ４年度

用地・補償費 工事・委託費 用地取得率都市計画道路横浜藤沢線（田谷小雀地区） 事業費の推移

総
事
業
費
に
対
す
る
進
捗
率

総
面
積
に
対
す
る
用
地
取
得
率

9

別紙６



(都)横浜藤沢線（田谷小雀地区）の事業費増額の内訳について

項 目 事 業 費 増 額 の 主 な 理 由 増 額

①
事業進捗に伴う
地盤改良・機能補償道路等の追加

・関連する工事との調整により、現地盤高から盛土の必要性が生じ

たことを踏まえて、地質調査・解析を実施した結果、軟弱地盤の沈

下対策として地盤改良が必要となったことから、増額します。

・地元調整を踏まえて、既存市道の機能補償のための道路整備等が必要

となったことから、増額します。

約 ２４ 億円

②
関係機関協議に伴う
調整池・水路暗渠化等の追加

・関係機関協議の結果、道路排水を一時的に貯留し、流量調整しな

がら処理する調整池等が必要となったことから、増額します。

・関係機関協議の結果、廃止を想定していた既存開渠水路の機能を確保

するために暗渠化が必要となったことから、増額します。

約 １４ 億円

③ 資材単価・労務費の上昇
鋼材、コンクリート等の資材及び労務費が上昇していることから、

増額します。
約 １５ 億円

合 計 約 ５３ 億円

※ 社会情勢等の変化により、今後金額が増減する可能性があります。

1
0
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前回再評価内容との比較 都市計画道路横浜藤沢線（田谷小雀地区） 

※前回再評価から全体事業費が変更されている場合、前回時点の事業進捗率が変化してしまうため、参考として前回使用した事業進捗率を（ ）で示した。

※（仮称）栄インターチェンジのアクセス道路として、市道田谷線と同時に供用するべきものであり、両路線を一体として費用便益を算出した場合の B/C を（ ）

で示した。

前回（R1） 今回（Ｒ5） ４年間の経過 

事業を巡る社

会経済情勢等

の変化 

首都圏中央連絡自動車道の西側区間におけ

る唯一の未開通区間である横浜環状南線及び

横浜湘南道路について、開通時期が、横浜環状

南線が令和７年度、横浜湘南道路が令和６年度

と見直され、国土交通省及び東日本高速道路㈱

が事業を進めています。 

また、本地区は横浜環状南線及び横浜湘南道

路の（仮称）栄インターチェンジ・ジャンクシ

ョンのアクセス道路となっているため、2 路線

の開通までに供用ができるよう事業を推進す

る必要があります。 

首都圏中央連絡自動車自動車道の西側区間

における唯一の未開通区間である横浜環状南

線及び横浜湘南道路は、開通時期について、公

表されていた横浜環状南線の令和７年度、横浜

湘南道路の令和６年度の開通は困難であり、新

たな開通目標についてはトンネル掘進の状況

等を踏まえ改めて公表することが、事業者から

示されました。 

また、本地区は横浜環状南線及び横浜湘南道

路の出入り口となる（仮称）栄インターチェン

ジ・ジャンクションのアクセス道路であるた

め、２路線の開通までに供用ができるよう事業

を推進する必要があります。 

令和４年８月に横浜環状南線及び横浜湘南道

路の開通時期について、公表されていた横浜環

状南線の令和７年度、横浜湘南道路の令和６年

度の開通は困難であり、新たな開通目標につい

てはトンネル掘進の状況等を踏まえ改めて公表

することが、事業者から示されました。 

また、本地区は横浜環状南線及び横浜湘南道

路の出入り口となる（仮称）栄インターチェン

ジ・ジャンクションのアクセス道路であるため、

２路線の開通までに供用ができるよう事業を推

進する必要があります。 

事業進捗率 ５８（７９）% ６８％ + １０%

用地取得率 ８７% ８８％ + １%

供用等の状況 未供用 未供用 ― 

B/C ２．７（２．６） ３．２（２．７） + ０．５（+ ０．１）

事業の 

進捗見込 

引き続き用地取得を進めていき、（仮称）栄

インターチェンジ・ジャンクションにおいて、

国土交通省と工事工程を調整しながら、横浜環

状南線及び横浜湘南道路の工事進捗に併せて、

令和 2 年度以降も地盤改良工事や水路工事、

街築工事を行っていく予定です。

横浜環状南線及び横浜湘南道路の高架下に

整備するため、横浜環状南線及び横浜湘南道路

の事業進捗の影響を受けます。 

今後も、横浜環状南線及び横浜湘南道路の工

事進捗に合わせて事業者と調整しながら、街築

工事や水路工事等を行っていきます。 

工事進捗に合わせて、用地取得を進めてきまし

た。また、横浜環状南線の事業者と調整しなが

ら地盤改良工事や水路工事を進めてきました。 

今後も、横浜環状南線及び横浜湘南道路の工

事進捗に合わせて事業者と調整しながら、街築

工事や水路工事等を行っていきます。 
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